
加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱

現 状 と 課 題

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。一方で、医療と介護は、他職種間の相互理解
や情報共有が十分にできていないなど、必ずしも円滑に連携がなされていない
課題がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者並びに医療機関及び介護サービス
事業者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

在宅医療・介護連携支援センターを設置し、在宅医療・介護連携の体制構築や
相談支援、医療・介護関係者の情報共有支援や研修、地域住民への啓発等を行
うとともに、在宅医療・介護連携推進会議を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、
包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供する。

11,23411,24711,210

国 庫 支 出 金 4,325

県 支 出 金 2,163

地 方 債

一 般 財 源 2,583

財　

源　

内　

訳

■拡充

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。平成３０年度に設置された在宅医療・介護連
携支援センターにより、在宅医療と介護の連携を進めていく必要がある。市民
が必要な在宅医療と介護サービスを適切に利用できる。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,234

そ の 他 特 財 2,163

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

在宅医療・介護連携推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

件

％

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

73,31172,39871,398

成 果 指 標
分 析 結 果

ケアマネジャーが高齢者の退院・退所に際して病院や特別養護老人ホーム等の職員とカン
ファレンスを行うなどにより算定できる「退院・退所加算」の件数が多く、在宅医療介護連
携が進んできていたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、２割以上加算件数が減
少している。

在宅医療・介護連携推
進会議開催数

件 122

ＡＣＰ（人生会議）に
ついての研修会の開催
件数

回 222

医療・介護関係者への
研修実施回数

回 333

活 動 指 標
分 析 結 果

在宅医療・介護連携の体制構築や相談支援、医療・介護関係者の
情報共有支援や研修、地域住民への啓発等を行う。高齢者が自分
らしい生活が選択できる知識の普及を目指す。 

ＡＣＰ（人生会議）を
知らない高齢者の割合

目 標 値

50

目標年度

令和5年
度

70.400

退院・退所加算件数 460令和5年
度

336427430

退院前カンファレンス
へ参加している専門職
の割合

100令和5年
度

96.888.988.9

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 050  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市生活支援体制整備事業実施要綱
等

現 状 と 課 題

ささえあい協議会の設置はスケジュールどおりすすんでいる。地域の支え合い
の仕組みを構築し、生活支援体制を充実・強化していくことが望まれており、
生活支援コーディネーターの増員を検討する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域の資源開発、ネットワーク構築等を行う生活支援コーディネーターを地域
包括支援センターの担当エリアごとに配置しするとともに、地域の多様な関係
主体間の情報共有及び連携・協働を推進する協議体「ささえあい協議会」を中
学校区域ごとに設置する。また、日常生活支援サポーターを養成する研修を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活支援コーディネーター及びささえあい協議会により、地域の支え合いの仕
組みづくりを推進し、生活支援体制の充実・強化を図る。

33,09924,08116,070

国 庫 支 出 金 12,743

県 支 出 金 6,372

地 方 債

一 般 財 源 7,612

財　

源　

内　

訳

■拡充

地域のニーズを把握し、支え合いの仕組みづくりを行うため、適切な数の生活
支援コーディネーターを配置し、未設置の地域にささえあい協議会を設置する
必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 33,099

そ の 他 特 財 6,372

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

生活支援サービス体制整備事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

協議会

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

73,31172,39871,398

成 果 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会における取り組みや課題を、市全体の協議体で集約し、施策として展開し
ていくため、協議会の定期的な開催が必要である。

生活支援コーディネー
ターの配置人数

人 664

ささえあい協議会の設
置件数

件 864

活 動 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会は、令和４年度を目標に全中学校区域（１２箇
所）に設置を行う。

日常生活支援サポー
ター養成研修受講者数

目 標 値

50

目標年度

令和5年
度

302122

地域課題の解決に向け
て具体的な事業が実施
又は提案されている協
議会数

12令和5年
度

442

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する
基準を定める条例等

現 状 と 課 題

平成２１年度に地域包括支援センターを市内６箇所に配置。地域への周知も進
み、市民にとってより身近な存在となったため、相談件数も年々増加してい
る。国の基準見直しに伴い、令和２年度から専門職の配置基準を見直し、人員
増を行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成２１年度より、地域包括支援センターを市内６箇所に設置し、その運営を
社会福祉法人及び社会医療法人社団に委託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続することができ
る状態にする。

186,619176,340176,322

国 庫 支 出 金 71,848

県 支 出 金 35,924

地 方 債

一 般 財 源 42,923

財　

源　

内　

訳

■拡充

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護予防・日常生活支援総合事業の充
実、在宅医療・介護の連携、認知症の総合支援及び生活支援の体制整備などに
取り組んでいるが、地域包括ケアシステムの構築において重要な役割を担う地
域包括支援センターの業務はさらに増加する。また複雑化する高齢者の抱える
課題に対応するため、センターの専門職の増員や機能の充実が必要となってい
る。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 186,619

そ の 他 特 財 35,924

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

地域包括支援センター運営管理事
業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

％

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

73,31172,39871,398

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加、地域包括支援センターの認知度の向上により、年々相談件数が増加して
おり、現状のままでは対応しきれなくなるのではないかと懸念される。

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種（保
健師、社会福祉士、主
任介護支援専門員）の
合計人数

人 343232

地域包括支援センター
における相談件数

件 34,80933,77933,485

活 動 指 標
分 析 結 果

地域包括支援センターを６箇所に設置し、各地域包括支援セン
ターの保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種が連
携して地域の高齢者の諸問題に対応できている。

高齢者１００人あたり
の相談件数

目 標 値

0

目標年度

474747

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種１人
あたりの相談件数

800令和5年
度

1,0241,0551,046

地域包括支援センター
の認知度

60.5令和5年
度

5554.354.3

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

２市２町（加古川市、高砂市、稲美町及び播磨町）で実施する緊急通報システ
ム事業におけるセンター運営費

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム事業のセンター運営費における加古川市負担分（人口等で負
担割合を決定）を繰出金として緊急通報システム事業特別会計に支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

緊急通報システムのセンター運営を健全にする。

6,62111,29211,250

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,621

財　

源　

内　

訳

□拡充

２市２町で実施してきた現行の緊急通報システムは、令和２年度中に終了。並
行して、市民ニーズに即した新たなシステムを導入した。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,621

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

緊急通報システム事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

千円

対 象 指 標 名

緊急通報システム事業
特別会計歳出

12,56318,89618,483

成 果 指 標
分 析 結 果

緊急通報システム事業
特別会計繰出金

千円 6,62111,29211,250

活 動 指 標
分 析 結 果

負担割合は次のとおり。加古川市：６，６２１千円、高砂市：
５３５千円、稲美町：９９８千円、播磨町：１，０６０千円

緊急通報システム事業
特別会計決算剰余金

目 標 値

3,000

目標年度

令和2年
度

03,3493,227

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

千円

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市生活支援ハウス運営事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、利用対象者は増加していると思われる。
社会的に高齢者虐待が認知されてきたこともあり、緊急避難先としての一時的
な利用も増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する６５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者夫婦世帯で、
独立して生活することに不安があり、親族からの援助を受けることが困難であ
り、介護認定において非該当または要支援認定を受けている人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

社会福祉法人に委託し、対象の高齢者に対し、介護支援機能、居住機能及び交
流機能を総合的に提供する。また、公営住宅や養護老人ホームの入居待ちの一
時的な待機や、虐待を受けた高齢者の緊急避難にも対応している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が安心して健康で明るい生活を送れるようにする。

6,4966,4966,496

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,952

財　

源　

内　

訳

□拡充

利用者数は横ばいだが、虐待事案等での緊急避難場所としての側面が強くなっ
ている。他制度と連携を図りながら、今後も事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,496

そ の 他 特 財 544

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

在宅福祉事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

日

人

人

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 8,6788,0957,676

相談件数 件 197258252

成 果 指 標
分 析 結 果

やむを得ない事情で在宅生活が継続できず、次の居住先が決まるまでの一時的な滞在地とし
ての利用のほか、虐待等による緊急避難先として成果を上げている。

生活支援ハウス運営事
業委託料

千円 6,4966,4966,496

確保床数 床 101010

活 動 指 標
分 析 結 果

利用人数や、利用事由を分析し、事業規模を検討していく。

生活支援ハウス延利用
日数

目 標 値

0

目標年度

1,4811,8112,333

新規入所者 0446

退所者 0546

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 060  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市地域ケア会議設置運営要綱等

現 状 と 課 題

地域包括ケアシステムを構築していくため、地域における個別ケースを検討し
て地域課題を抽出し、地域づくりや地域資源の開発等の施策形成につなげる
「地域ケア会議」の重要性が高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者並びに地域の関係団体及び住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域ケア個別会議や地域ネットワーク会議において抽出された地域課題を、地
域包括ケア推進会議で検討する。また、自立支援マネジメント会議において自
立支援を重視したケアプランやその支援方法を検討する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域課題の解決に必要な資源開発、地域づくり等の施策の形成につなげるとと
もに、高齢者が自立した生活を送ることができる地域の実現を目指す。

373515462

国 庫 支 出 金 144

県 支 出 金 72

地 方 債

一 般 財 源 85

財　

源　

内　

訳

■拡充

地域ケア個別会議、地域ネットワーク会議、自立支援マネジメント会議等は機
能しており、これらで把握した課題を的確に抽出し、地域包括ケア推進会議に
つなげていくことが重要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 373

そ の 他 特 財 72

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

地域ケア会議運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

％

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

73,31172,39871,398

成 果 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等における個別ケースの検討を通して各地域包括支援センターが地域課題
を的確に抽出できるようにする必要がある。

地域包括ケア推進会議
開催件数

件 122

自立支援マネジメント
会議開催回数

回 131818

活 動 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等で抽出された地域課題を、地域包括ケア推進
会議で検討し、課題の解決へ向けた施策の形成につなげるため、
定期的に開催する必要がある。

地域課題の検討件数

目 標 値

0

目標年度

234

地域包括支援センター
と連携している介護支
援専門員の割合

100令和5年
度

96.790.690.6

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地域支援事業実施要綱（国）

現 状 と 課 題

認知症はだれもがなりうるものであり、家族等が認知症になることを含め、多
くの人にとって身近なものとなっている。令和元年６月には認知症施策推進大
綱が示され、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していくことが
求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

認知症の人とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

認知症の疑いのある方を早期に発見し、医療機関への受診を勧奨し、重度化す
ることを防止する。また、認知症の人や家族を行政・医療・介護等の関係機
関、地域住民等が連携し、支援する体制を構築する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して生活できる状態にする。

6,0386,7764,247

国 庫 支 出 金 2,325

県 支 出 金 1,162

地 方 債

一 般 財 源 1,389

財　

源　

内　

訳

■拡充

高齢者人口の増加により認知症患者の増加が見込まれており、医療・介護・行
政が連携した切れ目のないサービスの実施、地域の見守り、早期発見・早期診
療などさらなる事業の充実が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,038

そ の 他 特 財 1,162

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

認知症施策総合推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

％

人

対 象 指 標 名

認知症の人（推定：自
立度Ⅱ以上）

4,4604,8144,435

成 果 指 標
分 析 結 果

認知症の早期発見・早期対応のために、身近な地域包括支援センターでの相談は重要な役割
を果たしている。特に平成２５年度より各センターに設置している認知症地域支援推進員の
役割は重要である。相談窓口を普及啓発することにより、よりスムーズに相談につなぐこと
が可能となり、支援困難になる前に介入が可能となりうる。

認知症相談件数 件 4,5154,0814,192

認知症サポーター養成
講座受講者数

人 6812,0612,843

認知症高齢者等の見守
りサービス（タグ）利
用者数

人 11400

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加に伴い認知症の人が増加しており、相談件数も
増加する見込みである。令和２年１０月より見守りサービスの費
用に係る補助金を交付しており、認知症により行方不明のおそれ
がある高齢者の安全を確保し、家族等の身体的・精神的負担の軽
減が図れており、今後も本事業の啓発に努める必要がある。

介護支援専門員におけ
る認知症地域支援推進
員の認知度

目 標 値

70

目標年度

令和5年
度

63.459.159.1

認知症の相談窓口の認
知度

24.2令和5年
度

20.200

見守り・ＳＯＳネット
ワーク登録者数

01167465

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市訪問理美容サービス事業実施要綱

現 状 と 課 題

介護保険制度による施設サービスや通所サービスは充実されているが、個々の
事情により在宅を継続しているねたきり高齢者もおり、在宅の寝たきり高齢者
への支援は引き続き必要である。一方で、登録事業所数は減少しており、担い
手の問題がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する在宅で寝たきり状態または寝たきり状態に準ずる状態にあ
る高齢者及び障がい者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫県理容生活衛生同業組合加古川支部及び兵庫県美容業生活衛生同業組合加
古川支部に委託して、理美容師の居宅訪問による理美容サービスの提供を受け
る場合に、訪問するのに必要な費用（１回２，５００円の利用券を年間最大４
枚まで）を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

外出して散髪などのサービスを受けられない対象者の保健福祉の向上を図る。

238193260

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 238

財　

源　

内　

訳

□拡充

一般の理美容サービスを利用することが困難な在宅の寝たきり高齢者等の衛生
面の保持に寄与している。一方で、利用者・登録事業所ともに減少傾向にあ
り、制度ＰＲだけでなく、当事業に拘らない理美容サービスの提供について検
討が必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 238

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

在宅福祉事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

対 象 指 標 名

寝たきり高齢者 111136151

成 果 指 標
分 析 結 果

利用率は概ね横ばいとなっており、一定の利用がされていることがわかる。

訪問理美容サービス助
成金額

千円 208165228

訪問理美容サービス申
請者数

人 463746

登録事業所数 箇所 272727

活 動 指 標
分 析 結 果

申請者・登録事業所ともに減少傾向となっている。制度利用のＰ
Ｒだけでなく手法の見直しも検討する必要がある。

訪問理美容サービス利
用率

目 標 値

0

目標年度

58.552.859.9

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 14 

款 01 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳以上の一人暮らし高齢者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム利用者の家庭用端末機からの緊急通報を加古川市消防本部に
設置するセンターで受信し、必要に応じて救急等の出向要請をする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

急病や事故などの際に通報機により消防へ連絡し、近隣協力者の協力を得るな
どして、迅速かつ適切に援助を受けられるようにする。

9481,0911,041

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

２市２町で実施してきた現行の緊急通報システムは、令和２年度中に終了。並
行して、市民ニーズに即した新たなシステムを導入した。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 948

そ の 他 特 財 948

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

緊急通報システム事業特別会計

総務費

総務管理費

一般管理費

緊急通報システム運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

台

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 8,2098,0957,676

成 果 指 標
分 析 結 果

旧システムでは、民間事業者の参入により選択肢が増えたこともあり、市内の設置台数は
年々減少傾向にあったが、新システムの運用開始以降設置台数は伸びている。

緊急通報回数（誤報等
を除く）

回 373780

救急等出向要請回数 回 283451

活 動 指 標
分 析 結 果

緊急通報システム家庭
用機器設置台数

目 標 値

580

目標年度

令和2年
度

452430457

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人生いきいき住宅助成事業実施要綱（兵庫県）、加古川市住宅改造費助成事業
実施要綱

現 状 と 課 題

高齢化の進行に伴い、自宅のバリアフリー化にかかる必要性は高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

要介護認定又は要支援認定を受けている人、身体障害者手帳等の交付を受けて
いる人及び６５歳以上の人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

対象者から申請があったものについて書類審査及び現地確認のうえ、対象経費
に応じた定額助成（一般型）や、対象経費に世帯の課税状況に応じた助成率を
かけた助成（特別型）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができる。

30,94834,83430,856

国 庫 支 出 金 1,023

県 支 出 金 15,448

地 方 債

一 般 財 源 14,477

財　

源　

内　

訳

□拡充

バリアフリー住宅は増加傾向にあり、当事業はこれに寄与するものである。今
後迎える超高齢社会において、高齢者・障がい者が住み慣れた住宅で安心して
自立した生活を送るために住宅のバリアフリー化は必要不可欠で、引き続き実
施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,948

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

住宅改造助成事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

％

対 象 指 標 名

要介護認定者数 13,87213,49313,091

成 果 指 標
分 析 結 果

５年ごとに総務省が実施している住宅・土地統計調査において、本市の一定のバリアフリー
化率は、平成２０年が３７．７％、平成２５年が４４．２％、平成３０年が４３．３％であ
り、当該助成制度を実施することで市内住宅の一定のバリアフリー化に寄与している。

助成件数（特別型） 人 102117122

助成件数（一般型） 人 314837

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢化の進行に伴い、毎年多くの住宅の改造に対して助成してい
る。
しかし、令和２年度は新型コロナウイルスの影響などにより、前
年に比べて件数が減少した。

一定のバリアフリー化
率（住宅・土地統計調
査）

目 標 値

65

目標年度

令和3年
度

0043.3

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 085  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市介護人材育成支援事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材不足が慢性的に続いてお
り、介護人材の量と質の問題が課題となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の地域密着型サービス事業所を運営する法人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

県の補助金を活用し、介護福祉士試験受験のために実務者研修を受講した従業
者の研修費用の一部（３／４以上）を負担した法人に対して補助金を支給す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護職の中核的な役割を担う「介護福祉士」を積極的に育成し、地域密着型
サービス事業所のサービス提供体制強化加算の取得事業所数を増加させる。

86246416

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 64

地 方 債

一 般 財 源 22

財　

源　

内　

訳

□拡充

要介護認定者等が増加するとともに、地域密着型サービスの基盤整備が進む
中、介護人材の量と質の確保・育成を行う必要性が今後益々高まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 86

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

介護人材育成支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

事業所

対 象 指 標 名

市内の地域密着型サー
ビス・地域密着型介護
予防サービス事業所数

949394

成 果 指 標
分 析 結 果

介護福祉士割合が最も高いサービス提供体制強化加算を取得する事業所数が13事業所であ
り、介護人材の質を向上させる余地はあると考えられる。

補助金交付法人数 法人 244

対象従業者が勤務する
事業所数

事業所 244

法人補助により実務者
研修を受講者した人数

人 247

活 動 指 標
分 析 結 果

実務者研修の研修費用の一部補助を実施した法人及び対象者が減
少している。

介護福祉士割合が最も
高いサービス提供体制
強化加算を取得する事
業所数

目 標 値

15

目標年度

令和3年
度

13108

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

事業所

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 085  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材不足が慢性的に続いてい
る。また、介護人材の量と質の問題が課題となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に在住・在勤している人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫大学及び市が、受講者に対して介護に関する講習・研修（実技・座学）を
実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

家庭（自宅）における身体介護についての技術等を修得する。

05141

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者の増加により、地域住民等の介護力の向上を図る必要性が今後益々高
まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

介護人材育成支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

人

対 象 指 標 名

受講者の人数 0219

成 果 指 標
分 析 結 果

受講者に対して講習・研修を受講した累計人数は７６人（Ｈ２８：２３人、Ｈ２９：２３
人、Ｈ３０：９人、Ｈ３１：２１人、Ｒ２：０人）となっている。
令和２年度は新型コロナ感染症拡大防止の観点から事業を中止した。

講習・研修（実技・座
学）実施回数

回 011

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は新型コロナ感染症拡大防止の観点から事業を中止し
た。

受講者の累計人数

目 標 値

95

目標年度

令和3年
度

767655

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成10年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 01 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
兵庫県無年金外国籍高齢者障害者等福祉給付金支給事業実施要綱、加古川市外
国籍高齢者等福祉給付金支給要綱

現 状 と 課 題

国による救済措置を要望しているが、実施の見込はない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国籍要件があったため老齢福祉年金などの受給資格を得ることができなかった
外国籍の高齢者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民年金の制度上、国籍要件があったため老齢福祉年金などの受給資格を得る
ことができなかった外国籍の高齢者に対し、福祉給付金を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の生活の安定を図る。

0200399

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

無年金外国籍高齢者等の生活の安定と福祉の向上に寄与している。今後も継続
的な事業の実施が必要と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

無年金外国籍高齢者等福祉給付金
支給事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

市内在住外国人 2,9762,8502,709

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢化により受給者数が減少している。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

人 011

外国籍高齢者等福祉給
付金支給額

円 0199,848399,288

活 動 指 標
分 析 結 果

令和元年９月に受給者が死亡し対象者が減少したため、給付金支
給額が減少している。新規対象者はいない。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

目 標 値

0

目標年度

011

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法

現 状 と 課 題

一般高齢者アンケートにおいて、何らかの介護・介助が必要になった原因は
「骨折・転倒」が最も多くなっている。フレイルが関係し、筋力をつけること
で予防できることも多い。したがって、「いきいき百歳体操」などの筋力ト
レーニングは、高齢者の健康寿命の延伸につながっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険第１号被保険者（６５歳以上の市民）及びその支援のための活動に関
わる者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１）関係機関との連携を深め、閉じこもり等何らかの支援を要する人を把握
し、必要なサービス等につなげる。２）介護予防に関する住民主体の通いの場
に専門職を派遣し、通いの場の立ち上げ支援及び継続支援を行う。３）通いの
場におけるサポーターを養成する。４）介護予防、生活習慣病予防・重症化予
防等に関する健康教育・健康相談を実施する。５）地域資源の把握・整理をす
すめ、関係者や市民に情報を提供する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの
場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡
大していくような地域づくりを推進する。また、地域においてリハビリテー
ションに関する専門的知見を有する者を活かした介護予防を推進する。

19,59122,74615,217

国 庫 支 出 金 4,414

県 支 出 金 2,449

地 方 債

一 般 財 源 4,506

財　

源　

内　

訳

■拡充

自立支援・重度化防止に向けた新たな事業展開を含めた積極的な取組が求めら
れている。地域資源の把握に努めるとともにマップ化することで必要な情報が
一括して入手できるよう、仕組みを検討していく必要がある。また、通いの場
において、フレイル対策（運動・栄養・口腔等）に加え、生活習慣病などの疾
病予防・重症化予防を一体的に実施する仕組みづくりを行う。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 19,591

そ の 他 特 財 8,222

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

介護予防事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

％

％

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

73,31172,39871,398

成 果 指 標
分 析 結 果

３年に１回実施する「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を利用した指標で、平成２９年
度は指標①７２．９％、②７であり、それぞれ向上している。高齢者が増加するため、維持
以上を目指し、日々の介護予防活動を実施し、成果が出ていると捉えられる。

いきいき百歳体操活動
支援普及啓発の実施

回 188381320

介護予防事業リーダー
養成講座修了者数

人 538694

いきいき百歳体操の団
体数

団体 175164129

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、コロナ禍のため住民主体の通いの場の開催は減少
したが、「いきいき百歳体操」をＢＡＮＢＡＮテレビで放映・Ｙ
ｏｕＴｕｂｅで配信・ＤＶＤを配布等を行い、フレイル予防の普
及啓発に努めた。住民主体の通いの場づくり・フレイル予防とし
て「いきいき百歳体操」を推奨しており、新規立上支援・継続支
援回数が増加する。

主観的健康観のよい者
の割合

目 標 値

77.7

目標年度

令和5年
度

77.772.972.9

主観的幸福度 7.13令和5年
度

7.1377

運動機能の低下割合 16令和5年
度

1600

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市敬老記念品贈呈要綱

現 状 と 課 題

新型コロナウイルス感染症流行に伴い、令和２年度は訪問して記念品を贈呈し
たものの、これまでの表敬訪問のような高齢者とのふれあいの機会を持つこと
が困難となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内在住で、年度内に９０歳・１００歳になる人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

敬老記念品を贈呈する。また、男女最高齢２名及び１００歳になる高齢者には
自宅等に表敬訪問し、表敬状も贈呈する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝う。

11,83410,68310,250

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 11,834

財　

源　

内　

訳

□拡充

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは、高齢者
の生きがいづくりにとって大切なことであるが、今後、対象者の大幅な増加が
見込まれることから、効率的で効果的な事業となるよう検討を進める。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,834

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

％

対 象 指 標 名

９０歳・１００歳にな
る人

947862872

成 果 指 標
分 析 結 果

３年に１回行っているアンケート調査で生きがいがあると答えた高齢者の割合はＨ２９調査
時の５４．３％から増加している。訪問等行うことで、ふれあう機会を提供しており、生き
がい醸成の一助になっていると考える。

敬老祝品贈呈件数 件 947862872

表敬訪問件数 件 25539

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加に伴い贈呈件数や訪問件数は増加しており、同じ対
応を継続することが困難になる可能性がある。また、新型コロナ
ウイルス感染症により、従来の形での表敬訪問の実施は困難とな
り、令和２年度は記念品を配達するだけの対応となった。

生きがいがあると答え
た高齢者の割合

目 標 値

0

目標年度

58.554.354.3

高齢者に対する支援に
関して満足している市
民の割合

04447.545.1

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市地域敬老事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

記念品の配布のみの町内会が約半数を占めているが、地域での高齢者の見守り
活動として意義があると考えている。他にも多種多様な敬老会が開催され、地
域の絆づくりに貢献している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

敬老事業を実施する市内の町内会・自治会等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

当該年度の９月１日から１月３１日までの間に町内会等が開催する敬老事業に
対して、補助事業に要する経費に相当する額以内かつ団体内の７０歳以上人口
に応じた金額を限度として、補助金を交付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域において多年にわたり社会につくしてきた高齢者を敬愛し長寿を祝うとと
もに、高齢者の福祉の増進や地域住民の敬老意識の高揚を図る。

20,92122,02521,323

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 20,921

財　

源　

内　

訳

□拡充

身近な地域で長寿を祝うことや世代間交流、高齢者の外出機会として地域で工
夫して行われており、高齢者福祉の増進に寄与している。一方で、手続きの煩
雑さ等の課題もあり、町内会等の活動が増進されるよう、制度の再整備も検討
する。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 20,921

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

％

対 象 指 標 名

町内会数 320321321

７０歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

人 55,94854,06851,356

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加に伴い、参加者数も年々増加している。全町内会に占める敬老事業実施町内会
は８割を超え、７０歳以上の全高齢者にしめる参加者数の割合は９割超であり、多くの高齢
者に参加していただいている。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響で減少した
が、今後は元の水準に戻るものと考える。

地域敬老事業補助金額 千円 20,92122,02521,323

実施町内会数 件 259271269

敬老事業参加者数 人 49,95552,63848,389

活 動 指 標
分 析 結 果

補助基準額について高齢者の人口を基に算定しているため、高齢
者の増加により補助金額は年々増加傾向で、一定期間ごとに見直
しを行う必要がある。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の
影響で一時的に減少しているが、今後は再び増加に転じると考え
られる。

敬老事業実施率

目 標 値

0

目標年度

80.984.483.8

敬老事業参加率 089.397.494.2

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市福祉バス事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者団体や障がい者団体等が外出する手段として定着しており、多くの団体
に利用されているが、車両の老朽化や新型コロナウイルス感染症拡大下での効
率的な運用などの問題点がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者団体、障がい者団体等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者団体や障がい者団体等が外出する際に福祉バスを無償で運行している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者団体や障がい者団体等の生きがい推進及び健全な育成発展を図るととも
に、高齢者等の外出機会の増加を図る。

2,7566,8006,676

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,756

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業創設時と比較し、元気な高齢者の生きがい推進目的の利用が大半となり、
健康増進のための外出支援や引きこもりがちな高齢者の外出機会の創出を目的
とする利用割合が低くなっている。老朽化による車両の更新時期も近づいてお
り、福祉バスについて、事業のあり方も含めた見直しを行う。

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了 
事 業 費 合 計 2,756

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

人

対 象 指 標 名

高齢者人口 73,31172,39871,398

障がい者手帳所持者数 人 13,65013,61313,267

成 果 指 標
分 析 結 果

１回あたり平均２０人以上が参加しており、多くの人の外出支援となっていたが、新型コロ
ナウイルス対策で定員を１５～１７人に変更したため、大幅に利用人数が減少した。

福祉バス運行回数（高
齢者団体）

回 35212232

福祉バス運行回数（障
がい者団体）

回 63236

福祉バス運行回数（そ
の他団体）

回 21113

活 動 指 標
分 析 結 果

年間の運行回数は平成２７年度以降大幅に増加し、３００回を超
えている。平成３１年度は新型コロナウイルスの影響で３月は運
休となり減少したが、対象団体に十分活用されていた。令和２年
度は、国の緊急事態宣言が数回発出し、運休が増えたうえ、キャ
ンセルも増大となり、これまでの１/６～１/７の運行となった。

福祉バス高齢者参加者
数

目 標 値

0

目標年度

5404,4784,326

福祉バス障がい者参加
者数

098560640

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市老人クラブ等運営費補助金交付要綱他

現 状 と 課 題

高齢者人口が増加する一方で、老人クラブ数及び会員数は減少している。高齢
者雇用の増加が要因の一つと考えられるが、今後はニーズや各団体の考え方を
把握していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内各地域の単位老人クラブ及び加古川市老人クラブ連合会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

老人クラブ等が行うさまざまな活動に対して補助金を交付し、クラブ活動の活
性化を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活
動が行われ、老後の生活を豊かなものにする。

12,28412,89013,711

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 6,489

地 方 債

一 般 財 源 5,795

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者人口の増加に対し、クラブ数・会員数が減少しているものの、地域にお
ける高齢者の生きがい活動の基盤として、老人クラブ活動を支援することは重
要であり、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,284

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

６０歳以上の人口（４
月住民基本台帳）

87,77487,22986,506

成 果 指 標
分 析 結 果

近年、高齢者人口は増加しているものの、単位老人クラブ数は減少傾向にあり、原因の把握
ができていない。より効率的な事業とするためには、ニーズの調査も必要となる。

老人クラブ等運営費補
助金額

千円 12,26612,87213,688

活 動 指 標
分 析 結 果

近年、単位老人クラブ数の減少により、補助金額は減少傾向にあ
る。

老人クラブ数

目 標 値

0

目標年度

117121130

老人クラブ会員数 05,7396,1436,615

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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